
電子提供措置の開始日 2025年６月３日

第162期定時株主総会
その他の電子提供措置事項
（交付書面省略事項）

・連結計算書類の「連結注記表」
・計算書類の「個別注記表」
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連結注記表

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項等
（連結の範囲等に関する事項）
1. 連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の状況
① 連結子会社の数 16社
② 主要な連結子会社の名称 ダイニック・ジュノ株式会社

オフィス・メディア株式会社

2. 持分法の適用に関する事項
（1）持分法を適用した関連会社の状況
① 持分法適用の関連会社の数 １社
② 主要な会社等の名称 福建尼科斯科技有限公司
なお、当連結会計年度においてThai Staflex Co.,Ltd.は清算したため、持分法適用から
除外し、新たに設立された福建尼科斯科技有限公司を持分法適用の関連会社に含めており
ます。

（2）持分法を適用していない関連会社の状況
該当事項はありません。
なお、当連結会計年度においてTPCNIC Co.,Ltd.は株式を売却したため、関連会社から
除外しております。

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業年度に係る

計算書類を使用しております。なお、連結決算日との間に生じた重要な取引については連結
上必要な調整を行っております。

（会計方針に関する事項）
1. 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
① 市場価格のない株式等以外のもの

決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売
却原価は移動平均法により算定）

② 市場価格のない株式等
移動平均法による原価法
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2. デリバティブの評価基準及び評価方法
時価法

3. 棚卸資産の評価基準及び評価方法
（1）商品及び製品

主として先入先出法による原価法
（2）仕掛品・原材料及び貯蔵品

主として移動平均法による原価法
なお、連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しており
ます。

4. 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

主として定額法
（2）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基

づく定額法を採用しております。
（3）リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、主として残存価額を零とする定額法によっております。

使用権資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

5. 引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま
す。

（2）賞与引当金
当社及び国内連結子会社は、従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため支給見込額

に基づき計上しております。
（3）役員賞与引当金

当社及び国内連結子会社は、役員賞与の支出に備えて、当連結会計年度における支給見込
額を計上しております。

（4）事業整理損失引当金
事業整理に伴い発生する将来の損失に備えるため、今後発生すると見込まれる損失額を計

上しております。
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（5）環境対策引当金
ポリ塩化ビフェニル（PCB）の処分等にかかる支出に備えるため、今後発生すると見込ま

れる額を計上しております。

6. 重要なヘッジ会計の方法
（1）ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約取引については振当処理の要件を満
たしている場合には振当処理を、ヘッジ会計の要件を満たす金利スワップについては特例処
理を採用しております。

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象
① ヘッジ手段

為替予約取引及び金利スワップ取引
② ヘッジ対象

外貨建金銭債権債務、外貨建予定取引及び長期借入金
（3）ヘッジ方針

営業上発生する一定額以上の外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引の範囲内で、為替リ
スクを回避する目的で為替予約取引を、長期借入金を対象として、固定金利債務と変動金利
債務のバランスを調整すること並びに金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引
を、それぞれ実需原則に基づき利用しております。
なお、取引に当たっては規定による決裁に基づいて実行しております。

（4）ヘッジ有効性評価の方法
外貨建予定取引については、過去の取引実績等を総合的に勘案し取引の実行可能性が極め

て高いことを事前及び事後に確認しております。また、為替予約取引で振当処理によってい
るもの及び特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しておりま
す。

7. 退職給付に係る会計処理の方法
（1）退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させ
る方法については、期間定額基準によっております。また、当社は退職給付信託を設定して
おります。

（2）数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用
処理しております。
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（3）過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（5年）による定額法により按分した額を費用処理しております。

8. 重要な収益及び費用の計上基準
主に商品及び製品の販売を行っており、当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時ま

での期間が通常の期間であるため、顧客に商品及び製品それぞれを出荷した時点で収益を認
識しておりますが、次の顧客との契約から生じる収益の認識については以下の通りでありま
す。

(1) 代理人取引に係る収益認識
通常の商取引において仲介人又は代理人としての機能を果たす場合があります。このよう

な取引の一部においては、収益を顧客から受け取る対価の総額で認識するか、又は顧客から
受け取る対価の総額から第三者に対する手数料他の支払額を差し引いた純額で認識するかを
判断し収益を認識しております。
なお、収益の本人代理人の判定に際しては、その取引における履行義務の性質が、特定さ

れた財又はサービスを顧客に移転される前に支配し、自ら提供する履行義務（すなわち「本
人」）に該当するか、それらの財又はサービスが当該他の当事者によって提供されるように
手配する履行義務（すなわち「代理人」）に該当するかを基準としております。当社グルー
プが「本人」に該当する取引である場合には、履行義務を充足する時点で、又は充足するに
つれて収益を総額で認識し、当社グループが「代理人」に該当する取引である場合には、履
行義務を充足する時点で、又は充足するにつれて特定された財又はサービスが当該他の当事
者によって提供されるように手配することと交換に権利を得ると見込んでいる報酬又は手数
料の金額にて収益を純額で認識しております。
また、当該収益は売上高に含めて計上しております。

(2) 工事契約に係る収益認識
一定期間にわたり履行義務が充足される契約については、履行義務の充足に係る進捗率を

見積り、当該進捗率に基づき収益を一定の期間にわたり認識しております。
なお、履行義務の充足に係る進捗率の見積りの方法は、履行義務の結果を合理的に測定で

きる場合は、見積総原価に対する実際原価の割合（インプット法）で算出しております。ま
た、履行義務の結果を合理的に測定できないが発生する費用を回収することが見込まれる場
合には、原価回収基準にて収益を認識しております。
更に、少額又は短期の工事契約については、一時点で収益を認識しております。

(3) 有償支給取引に係る収益認識
支給品を買い戻す義務を負っている場合、当該支給品の消滅を認識しない方法によってお

ります。
(4) 顧客に支払われる対価に係る収益認識

取引価格から減額しております。
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(5) 一時点で充足される履行義務に係る収益認識
輸出販売において、主にインコタームズ等で定められた貿易条件に基づきリスク負担が顧

客に移転した時に収益を認識しております。

9. その他
記載金額は、千円未満を四捨五入しております。

（会計方針の変更に関する注記）
(「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用)

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月
28日。以下「2022年改正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用してお
ります。
法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022

年改正会計基準第20−３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会
計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2022年10月28日。以下「2022年改
正適用指針」という。）第65−２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っておりま
す。なお、当該会計方針の変更による連結計算書類への影響はありません。
また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる

場合の連結計算書類における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用
指針を当連結会計年度の期首から適用しております。当該会計方針の変更は、遡及適用さ
れ、前連結会計年度については遡及適用後の連結計算書類となっております。なお、当該会
計方針の変更による前連結会計年度の連結計算書類への影響はありません。

（会計上の見積りに関する注記）
1. 固定資産の減損
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
有形固定資産 19,698,548千円
減損損失計上額 333,187千円

（2）その他見積りの内容に関する理解に資する情報
当社グループは、固定資産について、市場価値が著しく下落した場合や営業損益が継続し

てマイナスとなるなど、減損の兆候があると判断された場合には、資産グループから得られ
る割引前将来キャッシュ・フローの総額と帳簿価額を比較し、減損損失を認識すべきである
と判定された場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として
計上しています。
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なお、当連結会計年度において、滋賀工場壁紙製造課は、過年度より営業損益が継続して
マイナスとなったため、認識の要否を判定した結果、減損損失の認識が必要と判断しまし
た。そのため、使用価値によって算定した回収可能価額まで減額し、333,187千円の減損
損失を計上しております。
また、当連結会計年度末の有形固定資産の帳簿価額19,698,548千円には、上記の滋賀工

場壁紙製造課の有形固定資産を除き、減損の兆候が認められる資産又は資産グループはない
ものの、埼玉工場の個別グルーピング単位である不織布製造課（帳簿価格993,240千円）
においては、当連結会計年度に営業損失を計上しております。
翌期の事業計画においては、増収見込み、利益率の改善見込みなどに、一定の仮定を置い

たうえで織り込み、営業利益を計上する見込みですが、翌期において、事業計画策定時に設
定した仮定と実際の結果に大きな乖離が見られるなど、見積りの前提に大きな変化が生じた
場合は、減損の兆候があると判断され減損損失を認識する可能性があります。

（連結貸借対照表に関する注記）
1. 受取手形、売掛金及び契約資産のうち、顧客との契約から生じた債権の残高及び契約資産の
残高

受取手形 410,888千円
売掛金 7,713,388千円
契約資産 ー千円

2. 資産から直接控除した減価償却累計額
有形固定資産 37,889,482千円
投資その他の資産 1,115,042千円

3. 担保に供している資産
（1）担保提供資産

現金及び預金 50,000千円
建物及び構築物 4,560,770千円
機械装置及び運搬具 2,494,696千円
工具、器具及び備品 22,483千円
土地 9,367,353千円

計 16,495,302千円
（2）担保に対応する債務

短期借入金 7,100,000千円
長期借入金（一年以内返済分含む） 7,665,000千円
割引手形 205,171千円

計 14,970,171千円
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4. 圧縮記帳
国庫補助金等の受入により取得価額から直接控除した圧縮額
建物及び構築物 14,200千円
機械装置及び運搬具 70,162千円

計 84,362千円

5. 土地再評価
「土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律」（平成13年３月31日公布法律第19
号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る
繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した額を「土地再評価差額金」として
純資産の部に計上しております。
再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第３号

に定める固定資産税評価額に基づき、合理的な調整を行って算出する方法によっておりま
す。
再評価を行った年月日 2001年３月31日

再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価と再評価後の
帳簿価額の差額 △1,685,924千円

6. 受取手形割引高及び裏書譲渡高 割引高 255,171千円
裏書譲渡高 100千円

7. 債権流動化による手形譲渡高 151,897千円

（連結損益計算書に関する注記）
1. 減損損失

当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。
用 途 場 所 種 類 減損損失

事業用資産 滋賀県犬上郡
建物及び構築物 15,114千円

機械装置及び運搬具 316,439千円
工具、器具及び備品 1,634千円

合計 333,187千円
当社グループの資産グループは、事業用資産においては管理会計上の区分を基礎に概ね独
立したキャッシュ・フローを生み出す最小単位ごとにグルーピングを行っております。ただ
し、賃貸資産及び遊休資産については各資産をグルーピングの基本単位とし、厚生施設等特
定の事業に関連付けられない資産については各事業の共用資産としています。
上記資産につきましては、当社において事業の収益性が悪化したため、帳簿価額を回収可
能価額まで減額しております。
なお、回収可能価額は使用価値により測定しております。
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2. 関係会社株式売却損
当社の関連会社であるTPCNIC Co.,Ltd.の売却に伴い発生したものであります。

3. 関係会社清算損
当社の関連会社であるThai Staflex Co.,Ltd.の清算に伴い発生したものであります。

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
1. 連結会計年度末日における発行済株式数の種類及び総数

普通株式 8,504,747株

2. 配当に関する事項
（1）配当金支払額

決議 株式の
種類

配当金の
総額

１株当たり
配当額 基準日 効力発生日

2024年６月26日
定時株主総会 普通株式 209,141千円 25.00円 2024年３月31日 2024年６月27日

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となる
もの
決議 株式の

種類
配当金の
総額

配当の
原資

１株当たり
配当額 基準日 効力発生日

2025年６月26日
定時株主総会 普通株式 250,968千円 利益剰余金 30.00円 2025年３月31日 2025年６月27日

（金融商品に関する注記）
1. 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産で運用し、銀行等金融機関か
らの借入により資金を調達しております。
受取手形及び売掛金並びに電子記録債権に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿っ

てリスク低減を図っております。グローバルに事業を展開していることから一部外貨建金銭
債権があり為替の変動リスクは先物為替予約等を利用してヘッジしております。
投資有価証券は主に株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行ってお

ります。
支払手形及び買掛金は、ほとんど１年以内の支払期日で決済されております。一部外貨建

金銭債務があり為替の変動リスクは先物為替予約等を利用してヘッジしております。
借入金の使用用途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であり、一部の

長期借入金の金利変動リスクに対して金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化を実施
しております。
デリバティブ取引は、外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引に係る為替の変動リスクに

対するヘッジ取引を目的とした先物為替予約取引及び長期借入金に係る支払金利の変動リス
クに対するヘッジ取引を目的とした金利スワップ取引であります。
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2. 金融商品の時価等に関する事項
2025年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額455,254千円）
は「その他有価証券」には含めておりません。また、現金は注記を省略しており、預金、受
取手形、売掛金及び契約資産、電子記録債権、支払手形及び買掛金、短期借入金については
短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

（単位：千円）
連結貸借対照表

計上額 時価 差額

(1) 投資有価証券
その他有価証券 6,210,682 6,210,682 ー

(2) 長期借入金(※2) (9,505,000) (9,394,528) 110,472
(3) デリバティブ取引(※3) (6,752) (6,752) ―

（※1）負債に計上されているものについては、( )で示しております。
（※2）１年内返済予定の長期借入金を含んでおります。
（※3）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。

3. 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプット観察可能性及び重要性に応じて、以下

の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成

される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により
算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以
外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン

プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時
価を分類しております。

(1) 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券
その他有価証券 6,210,682 ー ー 6,210,682

デリバティブ取引 ー (6,752) ー (6,752)
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(2) 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
長期借入金 ー (9,394,528) ー (9,394,528)

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、レベル１の時価に分類しております。

デリバティブ取引
時価については、金利や為替レート等の観察可能なインプットを用いて割引現在価値法により算定して

おり、レベル２の時価に分類しております。
金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されてい

るため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しており、レベル２の時価に分類しております。
なお、為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている売掛金及び買掛金と一体として処

理されているため、その時価は、当該売掛金及び買掛金の時価に含まれております。
長期借入金
固定金利によるものは、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算

定する方法によっており、レベル２の時価に分類しております。変動金利によるものは、短期間で市場金利
を反映することから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっており、レベ
ル２の時価に分類しております。なお、変動金利によるもののうち、金利スワップの特例処理の対象とされ
たものは、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想
定される利率で割り引いて算定する方法によっており、レベル２の時価に分類しております。

（収益認識に関する注記）
1. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社グループは、「印刷情報関連事業」、「住生活環境関連事業」、「包材関連事業」の３つ
を報告セグメントとしております。
当社グループの売上収益は、顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

日本及びその他に分解された財又はサービスの収益と当社グループの３つの報告セグメント
との関連は次の通りです。
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(単位：千円)
報告セグメント

その他
（注） 合計印刷情報

関連事業
住生活
環境関連
事業

包材関連
事業 計

日本 11,067,344 11,391,840 7,682,980 30,142,164 1,941,499 32,083,663

その他 11,149,008 840,285 ー 11,989,293 ー 11,989,293

顧客との契約から生じる収益 22,216,352 12,232,125 7,682,980 42,131,457 1,941,499 44,072,956

その他の収益 ー ー ー ー ー ー

外部顧客への売上高 22,216,352 12,232,125 7,682,980 42,131,457 1,941,499 44,072,956
(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ファンシー商品及び運送・庫内

整理等の事業を含んでおります。

2. 収益を理解するための基礎となる情報
連結注記表の「連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項等 ８. 重要な収益及
び費用の計上基準」に同一の内容を記載しております。なお、商品及び製品の販売に対する
約束された対価は履行義務の充足時点から概ね1か月で支払いを受けており、対価の金額に
重要な金融要素は含まれておりません。

3. 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
（1）契約資産及び契約負債の残高等

当連結会計年度
顧客との契約から生じた債権（期首残高） 13,654,414千円
顧客との契約から生じた債権（期末残高） 13,364,550千円
契約資産（期首残高） ー 千円
契約資産（期末残高） ー 千円
契約負債（期首残高） ー 千円
契約負債（期末残高） ー 千円

（2）残存履行義務に分配した取引価格
該当事項はありません。

（１株当たり情報に関する注記）
1. １株当たり純資産額 3,178円95銭
2. １株当たり当期純利益 157円25銭
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個別注記表

（重要な会計方針）
1. 有価証券の評価基準及び評価方法
（1）子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法
（2）その他有価証券
① 市場価格のない株式等以外のもの

決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売
却原価は移動平均法により算定）

② 市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

2. デリバティブの評価基準及び評価方法
時価法

3. 棚卸資産の評価基準及び評価方法
（1）商品及び製品

先入先出法による原価法
（2）仕掛品・原材料及び貯蔵品

主として移動平均法による原価法
なお、貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しておりま

す。

4. 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

定額法
（2）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基

づく定額法を採用しております。
（3）リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、主として残存価額を零とする定額法によっております。

5. 引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま
す。
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（2）賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため支給見込額に基づき計上しております。

（3）役員賞与引当金
役員賞与の支出に備えて、当事業年度における支給見込額を計上しております。

（4）退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しております。なお、当事業年度末については、年金資産見込額が退職給付
債務見込額に未認識数理差異等を加減した額を超過したため、超過額を前払年金費用として
計上しております。
① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる
方法については、期間定額基準によっております。また、当社は退職給付信託を設定して
おります。

② 数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用
処理しております。

（5）環境対策引当金
ポリ塩化ビフェニル（PCB）の処分等にかかる支出に備えるため、今後発生すると見込ま

れる額を計上しております。

6. 重要なヘッジ会計の方法
（1）ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約取引については振当処理の要件を満
たしている場合には振当処理を、ヘッジ会計の要件を満たす金利スワップについては特例処
理を採用しております。

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象
① ヘッジ手段

為替予約取引及び金利スワップ取引
② ヘッジ対象

外貨建金銭債権債務、外貨建予定取引及び長期借入金
（3）ヘッジ方針

営業上発生する一定額以上の外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引の範囲内で、為替リ
スクを回避する目的で為替予約取引を、長期借入金を対象として、固定金利債務と変動金利
債務のバランスを調整すること並びに金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引
を、それぞれ実需原則に基づき利用しております。
なお、取引に当たっては規定による決裁に基づいて実行しております。

（4）ヘッジ有効性評価の方法
外貨建予定取引については、過去の取引実績等を総合的に勘案し取引の実行可能性が極め

て高いことを事前及び事後に確認しております。また為替予約取引で振当処理によっている
もの及び特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しておりま
す。
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7. 退職給付に係る会計処理
退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれ

らの会計処理の方法と異なっております。

8. 重要な収益及び費用の計上基準
主に商品及び製品の販売を行っており、当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時ま

での期間が通常の期間であるため、顧客に商品及び製品それぞれを出荷した時点で収益を認
識しておりますが、次の顧客との契約から生じる収益の認識については以下の通りでありま
す。

(1) 代理人取引に係る収益認識
通常の商取引において仲介人又は代理人としての機能を果たす場合があります。このよう

な取引の一部においては、収益を顧客から受け取る対価の総額で認識するか、又は顧客から
受け取る対価の総額から第三者に対する手数料他の支払額を差し引いた純額で認識するかを
判断し収益を認識しております。
なお、収益の本人代理人の判定に際しては、その取引における履行義務の性質が、特定さ

れた財又はサービスを顧客に移転される前に支配し、自ら提供する履行義務（すなわち「本
人」）に該当するか、それらの財又はサービスが当該他の当事者によって提供されるように
手配する履行義務（すなわち「代理人」）に該当するかを基準としております。当社が「本
人」に該当する取引である場合には、履行義務を充足する時点で、又は充足するにつれて収
益を総額で認識し、当社が「代理人」に該当する取引である場合には、履行義務を充足する
時点で、又は充足するにつれて特定された財又はサービスが当該他の当事者によって提供さ
れるように手配することと交換に権利を得ると見込んでいる報酬又は手数料の金額にて収益
を純額で認識しております。
また、当該収益は売上高に含めて計上しております。

(2) 有償支給取引に係る収益認識
支給品を買い戻す義務を負っている場合、当該支給品の消滅を認識しない方法によってお

ります。
(3) 一時点で充足される履行義務に係る収益認識

輸出販売において、主にインコタームズ等で定められた貿易条件に基づきリスク負担が顧
客に移転した時に収益を認識しております。

9. その他
記載金額は、千円未満を四捨五入しております。
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（会計方針の変更に関する注記）
(「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用)

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月
28日。以下「2022年改正会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しておりま
す。
法人税等の計上区分に関する改正については、2022年改正会計基準第20−３項ただし書

きに定める経過的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による計算書類へ
の影響はありません。

（会計上の見積りに関する注記）
1. 固定資産の減損
（1）当事業年度の計算書類に計上した金額
有形固定資産 17,812,206千円
減損損失計上額 333,187千円

（2）その他見積りの内容に関する理解に資する情報
固定資産の減損損失は、市場価値が著しく下落した場合や営業損益が継続してマイナスと

なるなど、減損の兆候があると判断された場合には、将来の回収可能性を見積り、資産グル
ープから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額と帳簿価額を比較し、減損損失を認
識すべきであると判定された場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を
減損損失として計上しております。見積りの内容に関する理解に資する情報については連結
注記表の内容と同一であります。
なお、当事業年度において、滋賀工場壁紙製造課は、過年度より営業損益が継続してマイ

ナスとなったため、認識の要否を判定した結果、減損損失の認識が必要と判断しました。そ
のため、使用価値によって算定した回収可能価額まで減額し、333,187千円の減損損失を
計上しております。

（貸借対照表に関する注記）
1. 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

関係会社に対する短期金銭債権 4,294,680千円
関係会社に対する短期金銭債務 606,860千円
関係会社に対する長期金銭債務 26,152千円

2. 資産から直接控除した減価償却累計額
有形固定資産 31,107,720千円
投資その他の資産 549,001千円

3. 保証債務（銀行借入に対する保証債務等） 1,145,894千円
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4. 担保に供している資産
（1）担保提供資産

建物 4,245,216千円
構築物 315,554千円
機械及び装置 2,494,696千円
工具、器具及び備品 22,483千円
土地 9,367,353千円

計 16,445,302千円
（2）担保に対応する債務

短期借入金 7,100,000千円
長期借入金（一年以内返済分含む） 7,665,000千円
割引手形 205,171千円

計 14,970,171千円
5. 圧縮記帳

国庫補助金等の受入により取得価額から直接控除した圧縮額
建物 14,200千円
機械及び装置 68,962千円

計 83,162千円

6. 受取手形割引高 255,171千円

7. 債権流動化による手形譲渡高 151,897千円

（損益計算書に関する注記）
1. 関係会社との取引高

売上高 8,783,738千円
仕入高 2,051,489千円
営業取引以外の取引高 671,660千円

2. 関係会社清算益
当社の関連会社であるThai Staflex Co.,Ltd.の清算に伴い発生したものであります。

3. 減損損失
当社は、以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。
用 途 場 所 種 類 減損損失

事業用資産 滋賀県犬上郡
建物 3,985千円
構築物 11,129千円

機械及び装置 316,439千円
工具、器具及び備品 1,634千円

合計 333,187千円
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当社の資産グループは、事業用資産においては管理会計上の区分を基礎に概ね独立したキ
ャッシュ・フローを生み出す最小単位ごとにグルーピングを行っております。ただし、賃貸
資産及び遊休資産については各資産をグルーピングの基本単位とし、厚生施設等特定の事業
に関連付けられない資産については各事業の共用資産としています。
上記資産につきましては、当社において事業の収益性が悪化したため、帳簿価額を回収可
能価額まで減額しております。
なお、回収可能価額は使用価値により測定しております。

4. 関係会社株式売却損
当社の関連会社であるTPCNIC Co.,Ltd.の売却に伴い発生したものであります。

5. 関係会社株式評価損
当社の連結子会社であるPT. DYNIC TEXTILE PRESTINGEの株式に係る評価損でありま
す。

（株主資本等変動計算書に関する注記）
当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数
普通株式 139,133株

（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の原因となった主な項目は次のとおりであります。
（繰延税金資産）

賞与引当金 152,028千円
退職給付引当金 359,600千円
環境対策引当金 2,850千円
未払役員退職慰労金 5,818千円
関係会社株式評価損 289,022千円
投資有価証券評価損 58,135千円
ゴルフ会員権評価損 8,206千円
減損損失等 312,225千円
その他 146,912千円
繰延税金資産小計 1,334,796千円
評価性引当額 △651,296千円
繰延税金資産合計 683,500千円

（繰延税金負債）
その他有価証券評価差額金 △1,009,434千円
合併引継土地等 △1,237,781千円
前払年金費用 △305,708千円
退職給付信託設定益 △182,847千円
繰延税金負債合計 △2,735,770千円
繰延税金資産（負債）の純額 △2,052,270千円
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（関連当事者との取引に関する注記）
子会社等

属性 会社名
議決権
等の所
有割合

関係内容 取引の
内容

取引金額
(千円) 科目 期末残高

(千円)役員の
兼任等

事業上
の関係

子会社 ダイニック・ジュノ㈱
直接
100％ あり 当社製品販売先

及び代理店

売 上 高
(注１) 3,004,515 売掛金 1,750,059

資金管理の受託
(注２) 818,800 関係会社

貸付金 251,047

子会社 Dynic USA Corp. 直接100％ あり 当社製品販売先
及び代理店

債 務 保 証
(注３) 568,176 ― ―

子会社 Dynic (CZ) s. r. o. 間接100％ あり 当社製品販売先
及び代理店

売 上 高
(注１) 1,062,935 売掛金 570,494

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１）製品の販売については、市場価格を勘案して決定しております。
（注２）グループ会社の資金を効率よく管理するためのものであり、取引で発生する貸付金及び預り金に対す

る預り金に対する利息は、当社の調達金利をベースとした変動金利を採用しております。
（注３）銀行借入等について債務保証を行ったものであり、年0.1％の保証料を受領しております。

(収益認識に関する注記)
(顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報)
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表（収益認識に関
する注記）」に同一の内容を記載している為、記載を省略しております。

（１株当たり情報に関する注記）
1. １株当たり純資産額 2,753円24銭
2. １株当たり当期純利益 119円98銭
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